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１．整備の状況等
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無電柱化の進捗状況
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○ 令和６年度末までに、約１万kmの管路整備が完了。
○ 現行計画の期間内（R3～R7)では令和６年度末までの４年間で約559kmの管路整備が

完了したほか、約3,700kmで計画協議に着手済み。  
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第８期推進計画期間内の管路整備延長
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○ 現行計画では、「防災」「安全・円滑な交通確保」「景観形成・観光振興」を目的に、それ
ぞれ重点対象を定め整備を推進しており、令和６年度末までの４年間で559kmの管路整
備が完了。

防災
市街地内の緊急輸送道路

安全・円滑な交通確保
特定道路

景観形成・観光振興
世界文化遺産周辺

重要伝統的建築物群保存地区
歴史まちづくり法重点地区

３０２km ※１ ５７km※２ ４１㎞※３

１ ３

R３～R６年度末 管路整備の完了延長 ５５９ｋｍ

・事業箇所  ：広島県竹原市

・路線名     ：一般国道185号

・道路延長  ：０．５ｋｍ

・事業箇所  ：北海道札幌市

・路線名     ：主要道道 札幌環状線

・道路延長  ：１．３７ｋｍ

・事業箇所  ：岐阜県高山市上一之町

・路線名     ：市道上一之町花里線

・道路延長  ：０．６６ｋｍ

※１「２．安全・円滑な交通確保」及び「３．景観形成・観光振興」目的と一体的に行った事業の51㎞を含む。
※2 「１．防災」及び「３．景観形成・観光振興」目的と一体的に行った事業の42㎞を含む。
※3 「１．防災」及び「２．安全・円滑な交通確保」目的と一体的に行った事業の16㎞を含む。

その他の道路
市街地外の

緊急輸送道路、等

214km

重点整備 ３４５ km

２



第８期推進計画の指標の進捗状況
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○ 現行計画では進捗状況を確認する指標として、「防災」、「安全・円滑交通確保」、「景
観形成・観光振興」について、工事着手ベースで目標を設定。

分類 対象 母数

指標

初期値
（R1年度末）

R6年度
（実績）

目標値
（R7年度末）

防災 電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱着手率 19,380km
約38％

（7,380km）
約47％

（9,064km）
約52％

（10,060km）

安全 特定道路における無電柱化着手率 4,447km
約31％

（1,398km）
約33％

（1,482km）
約38％

（1,698km）

景観・観
光

世界文化遺産周辺の無電柱化着手地区数 89地区 37地区 44地区 46地区

重要伝統的建造物群保存地区の無電柱化着手地区数 123地区 56地区 60地区 67地区

歴史まちづくり法重点地区の無電柱化着手地区数 121地区 46地区 54地区 58地区



電柱なし

37%

無電柱化完了

2%

工事中

1%

電柱あり

（道路区域内）

36%

電柱あり

（沿道民地）

24%

緊急輸送道路
（全体）

106,311km

電柱なし

25%

無電柱化完了

10%

工事中

4%

電柱あり

（道路区域内）

44%

電柱あり

（沿道民地）

17%

緊急輸送道路
（市街地）
21,826km

6

緊急輸送道路における無電柱化の状況

○ 緊急輸送道路を中心に無電柱化を進めているが、全体で約６１％、市街地で約６５％
の区間で電柱が立地しており、工事中区間は市街地においても４％に過ぎない。

電柱あり
61％

電柱あり
65％



能登半島地震等での課題

○ 能登半島地震では、約３，１００本の電柱倒壊などにより道路閉塞が発生した一方、輪島市をはじ
め８市町で無電柱化を実施した約２０ｋｍの区間では、 発災直後から救助・復旧活動を行う車両
通行が可能となった

○ 電柱・電線撤去作業は、道路管理者（土木業者）では対応できないため、電線管理者の協力が必
要不可欠であり、電線管理者の作業（感電防止措置、電線切断、電柱撤去など）待ちが発生。

7

石川県輪島市 国道２４９号 石川県穴水町 県道３０３号石川県輪島市 広域農道



災害時の電柱撤去における対応の一例

事象段階 道路管理者 電力会社

道路啓開作業

災害発生
①倒壊電柱の現地確認

②現地にて倒壊電柱の状況確認

⑦道路啓開作業

電柱の倒壊

8

⑥電柱の撤去（電力会社が重機を用意）

③電力停止の確認

⑤電線の切断

⑥電柱の撤去

協定なし

④感電防止措置（アース取付作業）

【電柱撤去の様子】

【電力会社に倒壊電柱の処置を要請】

要請

協定あり

【道路啓開作業】



改正道路法に基づく道路啓開計画について

9

○ 今後策定する「道路啓開計画」では、緊急輸送道路の無電柱化や倒壊電柱の撤去訓練
などについても反映する予定。

令和7年4月9日成立、令和7年4月16日施行



国土強靱化実施中期計画における無電柱化の取り組み
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令和7年6月6日閣議決定
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無電柱化推進計画策定自治体数（都道府県除く） R７.３時点

地方版無電柱化推進計画の策定状状況

○４７都道府県は、全て無電柱化推進計画を策定済み。
○２９１市区町村で、無電柱化推進計画を策定済み。
○R2年度末の９４市区町村（都道府県は策定済）からＲ６年度までに１９７市区町村

が新たに策定。
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２．コスト縮減の推進
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縮小化 縮小化縮小化

縮小化 縮小化

無電柱化コスト縮減の手引きの策定

○ 低コスト技術の現場での適用を一層推進してくため、最新の技術・工法をとりまとめた
「無電柱化コスト縮減の手引き（令和６年３月）」を策定し、道路管理者へ周知。

昼間施工・常設作業帯

トレンチャーの活用

レーザー地中探査

下水道管路を
移設して回避！

不明管

MT

TO
TM

S

FA

余

MT

EH1 PME

EH2

EL

【昼間施工時】

植樹帯
(W=約2.0m) 車道

官民境界

路肩

工事箇所（W=約4.5m）

昼間
歩行者
通行帯

（W=約1.5m）

現況歩道 （W=約3.0m）

MT

TO
TM

S

FA

余

MT

EH1 PME

EH2

EL

【夜間解放時】

路肩 車道

官民境界

常設作業帯
（W=約2.0m）夜間歩行者通行帯（W=約3.0m）

【夜間開放時】

歩行者通行

歩行者

トレンチャー
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特殊部の共有化・コンパクト化

〇特殊部において、電力・通信が個別に
配置する マンホールを一体化

〇一定の深さと幅で連続掘削が可能

地中探査技術の活用

○レーダー地中探査により地下埋設物を
可視化し、施工時の手戻り等を防ぐ

通信 電力

一体化

電力地上機器

電力地上機器

通信・電力

【昼間施工】

【夜間施工】

○夜間に比べ日当り施工量が大きく、掘削箇所の日々復旧も
不要。

地下情報の３D化

迂回配線・屋側配線

【屋側配線の状況】

屋側配線

〇電線類を軒下・壁面に設置

表通りの配線

裏通りに移設

メイン通りを
無電柱化

〇無電柱化する道路から
迂回させて配線



コスト縮減技術の活用状況

〇 令和２年度以降の新規事業着手した１，３８０箇所を対象にコスト縮減技術の活用状況を調査。
〇 直轄事業は８３％、補助事業は４９％でコスト縮減技術を活用。 浅層埋設、低コスト管路材の活用

事例が多く、概ね１割程度のコスト縮減となっている事例が多い。

【新規事業化時のコスト縮減技術の活用状況】 【活用されたコスト縮減技術の内訳】

136 箇所

83%

27 箇所

17%

活用
非活用

591箇所

49%
626箇所

51%
活用
非活用

直轄 補助 直轄 補助

特殊部の
コンパクト化

１０％

低コスト管材
５１％

浅層埋設
３９％

特殊部の
コンパクト化

７％

浅層埋設
４６％

低コスト管材
４６％

小型ボックス１％

14

※国土交通省調べ

通信
ケーブル

電力
ケーブル

≪小型ボックス活用埋設≫

ＦＥＰ管のイメージ 東京都無電柱化計画より引用

≪低コスト管材≫

【従来手法】 【浅層埋設】

（電力線） （通信線）

（管路）

（電力線） （通信線）

（管路）

水道管 水道管

掘削土量
の削減

管路部

【浅層埋設】

水道管

【従来手法】

（電力） （通信）

移設

水道管

掘削土量
の削減支障移設

の減少

特殊部

特殊部
の小型化

（電力）

（通信）

【従来手法】 【浅層埋設】

（電力線） （通信線）

（管路）

（電力線） （通信線）

（管路）

水道管 水道管

掘削土量
の削減

管路部

【浅層埋設】

水道管

【従来手法】

（電力） （通信）

移設

水道管

掘削土量
の削減支障移設

の減少

特殊部

特殊部
の小型化

（電力）

（通信）

移設 掘削土量
の削減

支障移設
の減少

浅層埋設従来工法

≪管路の浅層埋設≫ 

【 コ ス ト 縮 減 技 術 】



側溝内の壁面にラックを取付け、管路を敷設
排水側溝

竹原シェアハウス

15

ケーブル保持ラック

新たなコスト縮減の取組（排水側溝活用）

モデル区間
L＝０．２ｋｍ

凡例
：電力
：通信
：収容予定

竹原シェアハウス

排水側溝

側溝内へ収容

〔検討状況〕
（新潟県 十日町市）

さや管へケーブル
（低圧・通信）収容

○ 排水側溝を活用した無電柱化について、全国でモデル地区を１０地区選定。（令和6年度）

○ 今後、 設計が整ったところから順次、工事着手を行う予定であり、令和７年度は２地区

で工事着手予定。

《 モデル地区 新潟県十日町市》 ※令和7年度工事着手予定

〔現地状況〕

高圧敷設（イメージ）

※高圧を入れる
場合は側溝横
へ埋設
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新たなコスト縮減の取組（地上配線／エネ庁）

資源エネルギー庁提供資料
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新たなコスト縮減の取組（地上配線／エネ庁）

資源エネルギー庁提供資料
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３．事業のスピードアップ
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スピードアップ（多様な発注方式）の取組

19

方式 役割分担（案） 特徴

従
来
方
式

官 ・設計から工事迄各段階で民へ
委託

・各段階での協議や調整などを
全て官側で実施民

包
括
発
注
方
式

官 ・設計、工事、事業調整を包括
して民へ委託

・本体工事着手後の試掘、修正
設計、占用事業者調整等の事
業期間を短縮

・既存ストック活用方式は協定に
基づく委託

民

Ｐ
Ｆ
Ｉ
方
式

官 ・設計、工事、事業調整、維持管
理までを包括して民へ委託

・年度毎に分割していた工事を
まとめて発注し、工事毎の契約
期間を省略し、事業期間を短縮

・適切な割賦期間を設定
・既存ストック活用方式以外にも

拡大

民

設計協議（沿道、電線管理者、占用者）、
移設補償、工事監理、各種調整、維持管理

詳細設計 移設工事 本体工事 引込管工事 抜柱

コンサル 占用者 施工業者 電力・NTT

設計協議（沿道、電線管理者、占用者）、
工事監理、各種調整

詳細設計 移設調整 本体工事 引込管工事
抜柱 電力・NTT

包括委託の契約

（包括発注）

詳細設計 移設調整本体工事 引込管工事

維持管理

PFI事業の契約

移設工事

設計協議（沿道、電線管理者、占用者）
、工事監理、各種調整

移設補償、維持管理

移設補償

管理者

抜柱 電力・NTT

移設工事 管理者

（PFI事業者）



事業のスピードアップ（包括委託の実施状況）

○ 事業のスピードアップや民間の技術力の活用を図るため設計から施工までを一体的に

発注する包括委託方式やＰＦＩ方式の活用を推進。

○ R６年度まで、包括委託方式１８８件を契約。また、包括委託を活用しやすくするた  

めＲ７年度より国庫債務負担行為の年限を３か年から５か年に拡大。

＜包括委託方式＞

○設計・施工や関係者調整等を一体的に実施する包括
委託等による事業のスピードアップを目指す

技術力のある電線管理者
等に関係者調整を含め
一体的に委託

道路管理者が中心となり
関係調整を行いながら
事業実施 20



■電柱未撤去の経過年数
（R6年度末時点）

○道路管理者が管路整備後、電線管理者により入線・電柱撤去作業を実施するが、関係者間の調整、合意
形成が難航しており、電柱撤去までに時間を要する事例がある。

〇道路管理者・電線管理者が協力し、早期の電柱撤去を進めるとともに、電柱撤去の迅速化に向けた取り
組みが必要。

■入線・電柱撤去の流れ

管路整備
（道路管理者）

地上機器設置
（電線管理者）

入線
（電線管理者）

電柱撤去
（電線管理者）

※国土交通省調べ

管路整備後の電柱未撤去の状況

１～３年

 52%

４年～６年  

11%

７～９年

10%

１０年以上

27%
電柱

未撤去本数
約5,800本

北海道

0.7% 東北

0.4%

関東

17.5% 中部

0.9%

近畿

63.5%

中国

4.2%

九州

1.6%
沖縄

11.3%

4年以上
未撤去電柱
約2,800本

管路整備後4年以上
未撤去電柱の地域別本数

※グラフに示す地域ブロック毎の未撤去本数には、
 地方整備局管内の地方自治体の本数も含む。

※北陸と四国は未撤去がない経過4年以上約2,800本

21
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４．占用制限の的確な運用
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対象 新設電柱 既設電柱

道路区域内の
電柱

新築・改築等を
行う道路

（電線共同溝を
同時に整備）

道路区域外の
電柱

・避難路など防災上重要な道路等

・道路事業

・市街地開発事業

・開発許可を受けて行う事業 等

※歩行者の交通量が多い道路は３．５ｍ

・緊急輸送道路

防災 安全・円滑

省令改正（H31.4～）

運用通達（H28.4～）

・緊急輸送道路
（優先度の高い区間から

順次導入）

防災

 左記事業の実施と併せて行

うことができるときは、既設
電柱又は電線を撤去。

・沿道民地からの工作物等の倒壊による道路閉塞を防止するため、沿道区域

届出勧告制度の導入

運用通達（R3.9～）

運用通達（R5.6～）
・路側帯からはみ出した歩行者と車両の
接触の恐れが頻繁に生じている道路等

・道路構造令の幅員未満の幹線道路
（幅員７ｍ未満かつ５００台／日以上）

・バリアフリー基準
（有効幅員２ｍ※ ）未満の福祉施設周辺、 

通学路 等

電柱の占用制限の取組みの全体像

運用指針（H31.4～）

・更新又は移設により道路
閉塞のリスクが増大する
場合のみ

（無電柱化法第11条）

（道路法第37条）

（無電柱化法第12条）

（道路法第44条）

防災

23



緊急輸送道路における電柱の占用制限の実施状況

緊急輸送道路

既設電柱

※R7．3月末時点

新たな電柱
H２８年より占用禁止措置を実施し、

約９．６万ｋｍ（約９９％）措置済

24

（占用禁止措置済延長／全緊急輸送道路延長）
※高速道路・道路法以外の道路除く

〈 新設電柱の占用禁止措置状況 〉

既設の電柱
Ｒ５年９月より占用禁止措置の運用開始し

直轄国道で３６区間（約４３ｋｍ）措置済

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

86.6% 86.6%

99.3%
99.7%

99.9%

44.2% 47.6%

85.7%
90.3%

97.5%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

R3.3 R4.3 R5.3 R6.3 R7.3

直轄国道 補助国道・都道府県道 市区町村道（政令市含む）

○ 「新設電柱の占用制限」は、緊急輸送道路全体の99％で実施済。令和７年度に残り約３５０㎞を

指定し100％となる見込み。 （H28年度から開始）

〇 「既設電柱の占用制限」は、高速道路のインターチェンジから広域防災拠点等の区間を中心に実施

し、３６区間、約４３㎞を指定済。令和７年度に新たに７区間、約８㎞を指定予定。（R5年度から開始）



区
域
指
定
範
囲

（
延
長
約
５
．
１

）
km

大垣IC

災害防災拠点
（大垣市民病院）

【 沿道区域・届出対象区域のイメージ 】

※ 届出対象区域は沿道区域の中で設定

沿道区域の届出勧告制度の導入状況

25

R７．３．３１指定

W=25.0m
3.0

中央分離帯

3.0
歩道

1.5
路肩

3.25
車道

3.25
車道

3.25
車道

3.25
車道

1.5
路肩

3.0
歩道

民 地道路区域民 地

最大20ｍ

沿道区域

最大20ｍ

沿道区域

【 導入事例（中部地方整備局 岐阜国道事務所）】

○ 沿道民地に新たに設置される電柱等に対して届出等を求め、必要に応じて是正勧告ができる沿道

 区域・届出勧告制度をＲ３年度に創設。

〇 高速道路のインターチェンジから広域防災拠点などの区間について、順次指定を進めており、

１２区間（約２９ｋｍ）を指定済。令和７年度に新たに３７区間、約１６５㎞を指定予定。

国道258号

【
現
況
写
真 

】

国道258号

沿道区域
沿道区域
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５．財政措置

26



無電柱化の財政支援措置等 （近年の制度創設分）

27

地方公共団体

民 間 等

Ｒ２～

Ｒ１～

Ｒ６～

無電柱化推進計画事業補助

無電柱化まちづくり促進事業※

無電柱化まちづくり促進事業※

Ｒ４～

Ｒ４～

１／２自治体負担

（自治体施行）
１／２自治体負担

（民間等施行）
１／３～２／５自治体負担

（民間等施行）
１／３～１／５民間等負担

国際観光旅客税 １／３電線管理者負担

１／２電線管理者負担電線共同溝

道路整備

単独地中化

電線管理者

無電柱化に伴う占用料の減額措置

Ｒ２～

※その他、「都市再生整備計画事業等」において無電柱化の同時整備を支援

○ 無電柱化の推進に向けて、緊急輸送道路をはじめとした個別補助制度による重点的な支援のほか、市街地開発事
業等に際して行われる無電柱化についても、各種補助制度により支援。

○ 電線管理者に対して、観光地を対象に単独地中化等の無電柱化を支援。

レベニューキャップ制度 ※電力会社のみ

（単独地中化）
徴収しない

（電線共同溝）
電線：政令額の８／１０

Ｒ５～

市街地開発等

市街地開発等

《観光地》

国際観光旅客税



「無電柱化推進計画」に定めた目標の確実な達成を図るため、同目標に係る地方公共団体による無電柱化の整備を
計画的かつ集中的に支援を実施。

制度の概要

補助対象者

・無電柱化推進計画事業を行う地方公共団体又は土地区画整理事業、市街地再開発事業等を施行する者に対しその経費の一部に
対して負担金の負担又は補助金の交付を行う地方公共団体

補助率

■現行法令に規定する補助率

・補助国道、都道府県道又は市町村道の改築
・・・５．５／１０

（これに加え、地域の財政力に応じた嵩上げが可能）
  ※沖縄県の区域内の地方公共団体に対しては、社会資本整備総合交付金

と同様、沖縄振興特別措置法施行令に基づく補助率を適用

事業のイメージ

良好な景観の形成

緊急輸送道路等の防災性の向上

整備前 整備後

・以下のいずれの条件にも該当する事業

事業要件

①「無電柱化推進計画」に定めた目標の確実な達成に資する
事業であって、「都道府県無電柱化推進計画等」（地方版
無電柱化推進計画）に位置づけられている事業※1

② 低コスト手法の活用や新技術・新工法の導入等の検討により
低コスト化に取り組む事業※2

※2 令和４年度末時点において本補助制度にて補助している事業は除く。

その他

PFI手法を活用する場合の国庫債務負担行為の年限は、
PFI法に基づき３０箇年以内

※1 道路の新設、バイパス整備及び道路拡幅のうち車線数の増加を伴う事業と
同時に行う無電柱化推進計画事業（土地区画整理事業、市街地再開発事業等
を施行する者に対しその経費の一部に対して負担金の負担又は補助金の交付
を行う事業は除く。）は除く。※2

【参考】無電柱推進計画事業補助制度の概要
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○ 観光による地域振興に向けた無電柱化を推進するため、電線管理者の無電柱化を支援。
○ 具体的には、国際観光旅客税を財源に観光地における電線共同溝の電線管理者負担分や、電線

 管理者が実施する単独地中化の費用を国と地方公共団体が補助。

◼ 単独地中化方式【R1年度～】

◼ 共同管路方式【R6年度～】

電線管理者

電線管理者

1/3

地公体

1/6

国：国際観光旅客税

1/2

国：公共事業

1/2
地公体

1/2
電線管理者

道路管理者負担

国：公共事業

1/2
地公体

1/2

国
国際観光旅客税

1/2

電線管理
者

1/2

【参考】観光地域における無電柱化の支援施策

○単独地中化方式（屋側・迂回配線含む）、共同管路方式により無電柱化に要する経費
○無電柱化に併せて電線管理者が行う情報提供設備や道路の美装化等、観光まちづくりに

 資すると認められる費用（※）
（※）地上機器へのWi-Fi設備による観光情報の提供、地上機器を活用した観光案内（地図など）の明示、無電柱化後の

歩道復旧の際に周辺の道路に調査した舗装の美装化、無電柱化と併せて、道路照明等の美装化や街路樹を整備

≪活用イメージ≫

29

富士山（静岡県富士市） 十和田湖（秋田県小坂町）

出雲大社神門通り（島根県出雲市） 国際通り（沖縄県那覇市）

≪補助内容≫ ≪補助割合≫



【参考】無電柱化まちづくり促進事業（令和4年度創設）

市街地開発事業等における新設電柱の抑制を図るため、電線共同溝方式によらずに実施される無電柱化に対す
る支援を行い、地方公共団体と連携を図りつつ、小規模事業も含めた無電柱化の取組を促進する。

事業概要

交付対象

地方公共団体
※事業者が組合・民間事業者等の
 場合は間接交付

国費率

１／２
※間接交付の場合は地方公共団体
   が補助する額の1/2

生活道路の無電柱化のイメージ

・以下のいずれの条件にも該当する無電柱化事業

交付要件

①地方公共団体が策定する「無電柱化まちづくり促進計画」に基づく事業

②市街地開発事業等において電線共同溝方式（※）によらずに行われる事業

③電線管理者が事業費の一部（地上機器・電線等）を負担する事業

※電線共同溝の整備等に関する特別措置法に基づき、道路管理者が電線共同溝を整備し、
 電線管理者が電線、地上機器等を整備する方式

交付対象事業費

無電柱化に係る設計費及び施設整備費（地上機器・電線等の工事費を除く）

※間接交付の場合、上記の2/3を超えない額とする

（区域面積が3,000㎡未満の場合は上記の1.2倍の2/3を超えない額とする）
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固定資産税・占用料の減額措置

31

導入済
自治体数

■単独地中化

（都道府県）
４６

（市区町村）
２７３

■電線共同溝

（都道府県）
４０

（市区町村）
３１９

（上記以外の緊急輸送道路の場合）

固定資産税の課税標準を

４年間３／４に軽減

（道路法３７条に基づく占用制限区域の場合）

固定資産税の課税標準を

４年間１／２に軽減

高圧線

低圧線

通信線
トランス

分岐器（クロージャー）

地中化

通信管
低圧管
高圧管

地上機器

【対象施設】

地上機器
（トランス等）

通信設備（クロージャー等）

ケーブル

【特例措置の内容】

○ 電力事業者や通信事業者等が、無電柱化を行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の
軽減措置の期限を令和６年度から令和９年度に延長。

○ 地中に埋設した電線類や地上機器等について、占用料の減額ができることを規定。直轄国道にお
いては令和２年度から単独地中化に係る占用料は徴収しないことを規定。（※地方道においては、
占用料の減額を各道路管理者が取り決め。）

固定資産税の減額

占用料の減額

38 40 40

210
276

319

R4 R5 R6

都道府県 市区町村

【参考】電線共同溝における占用料減額
導入自治体数（R4年度→R6年度）

２４８

３１６
３５９

＋68

＋43

＋2



レベニューキャップ制度の概要

32

無電柱化推進のあり方検討委員会（R7.2.25）
資源エネルギー庁資料



【費用負担割合】

建設負担金

建設負担金

地
上
機
器
・電
線
等

電
線
共
同
溝
本
体

電
線
管
理
者
負
担

道
路
管
理
者
負
担

道路管理者負担の
１／２

道路管理者負担の
１／２*

地
方
公
共
団
体

国

*現在の補助金では5.5/10等

○ 建設負担金は、電線共同溝の建設によって支出を免れることとなる電線管理者の費用を
勘案して算出。

○ 近年の資材価格等や低コスト技術の導入状況も踏まえ、建設負担金の標準単価の適正化
を行うための検討を進める必要。

電力（9条）＝ 686（千円/km・条）×9 ＝ 6,170千円/km
NTT（4条） ＝ 686（千円/km・条）×4 ＝ 2,744千円/km

計8,914千円/㎞

参考： 標準的な電線共同溝における電線管理者別建設負担金の負担額

電線共同溝（イメージ）

地上機器
（トランス等）

特殊部

ケーブル（電力）

管路

道路区域民地

特殊部

ケーブル（通信）
電線管理者負担

道路管理者負担

管路

管路

適正化に向けた
検討を実施
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